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現代会計構造 とレーマ ン三勘定系統説

郡 司 健

概要 国際会計基準審議会(IASB)は2010年 に概念 フレーム ワー クの改訂を行 った。 この

新概念 フレー ムワー ク(IFRS概 念 フレーム ワー ク)は,一 般 目的財務報告の新たな フレー

ムワー クを示 してい る。それ はまた,2007年 改訂国際会計基準第1号 によって展開 された現

代会計構造を反映 してい ると思われ る。 レーマ ン(M.R.Lehmann)は,1925年 に収入お

よび支出勘定 ・財産お よび資本勘定 ・費用お よび収益勘定 とい う三勘定系統を中心 とす る勘

定理論を提示 した。彼の理論 は,IASBに よって展開 された,財 政状態計算書 ・包括利益計

算書 ・キ ャッシュ ・フロー計算書を中心 とす る現代会計 にお ける基本財務諸表の形式的構造

に対 して も重要な示唆を含む と思われ る。

Abstract The international accounting standards board (IASB) revised the conceptual 

framework in 2010. This new conceptual framework, often called IFRS conceptual 

framework, indicates new framework of general purpose financial reporting. It 

seems to reflect the contemporary accounting structure developed by IASB  (IAS 

No.1, revised 2007.) 

 M. R. Lehmann set up the theory of account consisting of three-series-of-accounts, 

such as the assets and equity account, the expense and revenue account, and the re-

ceipt and disbursement account in 1925. His theory has a significance to the formal 

structure of basic financial statements in contemporary accounting consisting of 

the statement of financial position, the statement of comprehensive income, and the 

statement of cash flows developed by IASB.

キ ー ワー ド IFRS概 念 フ レー ム ワ ー ク,IAS 改 訂1号,レ ー マ ン三 勘 定 系 統 説,キ ャ ッ

シュ ・フロー計算書直接的作成法
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1現 代会計構造の基本問題

国際会計基準審議会(IASB)は,最 近における財務報告(財 務諸表)の 新たな展開を

踏まえて,米 国の財務会計基準審議会(FASB)と の調整(共 同プロジェク ト)の もとに,

IFRS概 念フレームワークとでも称されるべき新たな概念フレームワークの基本的な部分

を提示 した。 かつてのIASB(IASC)の 旧概念フレームワークにおいてキャッシュ ・フ

ロー計算書は必ず しも貸借対照および損益計算書と同等の位置に置かれていたとはいい難

かった。これに対 し,IFRS概 念フレームワークでは,キ ャッシュ ・フロー計算書を従来

よりも一層強 く意識 したものとなった。 しかも,IFRS導 入にあたっては,財 政状態計算

書 ・包括利益計算書 とな らんでキャッシュ・フロー計算書と株主持分変動計算書が(連 結)

財務諸表の体系に含まれる。

このような現代会計の進展に対 して,そ の意味を論理的に解明 しうる,包 括的な会計構

造の理論を模索することは重要な課題と思われる。そのために会計理論の展開に重要な役

割を果たしてきた会計構造学説についてその適用可能性を探ることも一つの手がか りとな

るであろう。そのような理論の一つにレーマン(Lehmann,M.R.)の 三勘定系統説があ

る。 レーマンは,ド イツの動態論において損益計算 ・貸借対照表計算(有 高計算)と とも

に重視されなが らも,従 来具体的 ・明示的に扱われることが少なかった収支計算を同等に

前面に出して,財 産 ・資本勘定,費 用 ・収益勘定,収 入 ・支出勘定の三勘定系統からなる

勘定学説を展開 した。

彼の所説はまた,財 産 ・資本計算,費 用 ・収益計算,収 入 ・支出計算の3計 算系統から

なる会計構造学説としても捉え られる。 しかも,財 産 ・資本計算においては,取 得原価主

義に基づ く計算だけでな く時価会計を導入 した計算への強い配慮もみられる。それは,現

代会計における貸借対照表 ・損益計算書 ・キャッシュ ・フロー計算書(直 接的作成法)か

らなる基本財務諸表の,さ らには,IFRS導 入による財政状態計算書 ・包括利益計算書 ・

キャッシュ ・フロー計算書(・ 持分変動計算書)か らなる現代財務諸表の形式構造に関す

る意義(適 用可能性)を 有するとみ られる(1)。

(1)上 述 のように,財 務諸表の体系には株主資本等変動計算書あ るいは持分変動計算書 も含 まれ る。

しか し,こ の計算書 は,例 えば ドイ ツの会計基準 ・年次報告書等 にみ られ るように,株 主資本な

い し純資産 の変動 明細表の性格が強 く,貸 借対照表(財 政状 態計算書)・ 損益及 び包括利 益計算

書(包 括利益計算書)・ キ ャッシュ ・フ ロー計算書 とい った 「基本財務諸表」に対 して補助的 ・副

次的な もの と して とりあえず は位置づ けられ るであ ろう。
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皿 現代会計構造の進展

11ASB概 念 フ レー ム ワー クの 新 展 開

現 代 会 計 構 造 に関 して は,IASBの 概 念 フ レー ム ワ ー ク とIAS1号 「財 務 諸 表 の 表 示 」

に提示 され る財 務 諸表 の体 系 が 密接 にか か わ る とい って よい で あ ろ う。IASBの 新 概 念 フ

レー ム ワー ク(IFRS概 念 フ レー ム ワー ク)は,お お むね次 の よ うな内容 に大 き く区分 され る。

(1)一 般 目的 財 務 報 告 の 目的

(2)情 報 の 質 的 特 性

(3)財 務 諸 表 の 作 成 お よ び表 示 に関 す る フ レー ム ワー ク

この 度 の 概 念 フ レー ム ワー クの 改 訂 は,(1)の 財 務 報 告 目的 と(2)情報 の 質 的 特 性 を 中心 と

す る もの で あ る。(3)の 財 務 諸 表 の 作 成 お よ び表 示 に 関 す る フ レー ム ワ ー ク は,旧 概 念 フ

レー ム ワ ー ク を引 き継 いで お り,今 後 改 訂 され る予 定 で あ る。

したが って,現 在 の と こ ろ,現 代 会 計 構 造 に と くにか か わ るの は,(1)の 一 般 目的 財 務 報

告 の 目的(お よ び提 供 す べ き情 報 内容)に 関 す る箇 所 で あ る。 この 箇 所 は,IASBの 旧概

念 フ レー ム ワ ー クで は,「 財 務 諸 表 の 目的」 と して扱 わ れ て い た。

21ASB旧 概 念 フ レー ム ワー ク にお ける 財 務 諸 表 の 目的

IASB(IASC)の 旧概 念 フ レー ム ワー クで は,財 務 諸 表 の 目的 で あ る情 報 提 供 の説 明 に あ

た って は,そ の情 報 の利 用 者 につ い て投 資 家 だ けで な くよ り広 い 範 囲 が想 定 され て いた。 そ

して,提 供 す べ き情 報 と して,「 企 業 の財 政 状 態,業 績 お よ び財 政状 態 の変 動 」 が あ げ られ

た。 この よ うな情 報 は次 の よ うな財 務諸 表 に よ って提 供 され る(IASC1989,pars.16-20)。

(1)企 業 の 財 政 状 態 一貸 借 対 照 表

(2)業 績=損 益 計 算 書

(3)財 政 状 態 の 変 動 一財 政 状 態 変 動 表

こ こで 財 政 状 態 変 動 表 に関 して は,当 初,各 国 ・各 企 業 に よ りさ ま ざ まの 資 金 計 算 書 あ

る い は資 金 運 用 表 が 作 成 公 表 され て い たが,こ れ が 次 第 に キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算 書 と し

て 統 一 され て い っ た。 その 背 景 に は,米 国 会 計 実 務 ・会 計 基 準 が キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算

書 へ 移 行 した こ との 影 響 が 大 き い。 そ れ と と も に,1992年 にIAS改 訂7号 「キ ャ ッシ ュ ・

フ ロ ー計 算 書 」 が 公 表 され,財 政 状 態 変 動 表 は キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算 書 に特 定 化 され た

(IASC1992)。
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31AS改 訂1号 にみ る現 代 財 務 諸 表 体 系

この よ うな 財 務 諸 表 と くに キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算 書 の 変 化 等 を 受 けて,1997年 にIAS

改 訂1号 が 「財 務 諸 表 の 表 示 」 と して 公 表 され,2004年IAS改 訂1号 を経 て,現 在 は2007

年IAS改 訂1号 の も と に次 の よ うな 体 系 が 展 開 され て い る(IASB2007)。

① 財 政 状 態 計 算 書(貸 借 対 照 表)

② 包 括 利 益 計 算 書

③ 持 分 変 動 計 算 書(狭)

④ キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算 書

こ こで,財 政 状 態 計 算 書 は,従 来 通 り貸 借 対 照 表 と して 公 表 す る こ と も認 め られ る。 こ

れ に対 し,包 括 利 益 計 算 書 は損 益 計 算 書 と その 他 の 包 括 利 益 計 算 との 結 合 計 算 書 で あ り,

2計 算 書方 式 も認 め られ る。 この よ うな情 報 を 含 む 財務 諸 表 は,IASB旧 概 念 フ レー ム ワー

クで は発 生 主 義 会 計(accrualbasisofaccounting)に 基 づ いて 作 成 され る こ とが 強 調 さ

れ た。 この こ とか ら,発 生 主 義(会 計)が,継 続 企 業 と と も に基 本 的 前 提 と して あ げ られ

て い た(IASC1989,pars.22-23)。

41FRS概 念 フ レー ム ワー ク にお け る一 般 目的 財 務 報 告 の 目的 と情 報 内 容

IASBの 新 概 念 フ レー ム ワー クで は,一 般 目的 財 務 報 告 の 目的 と して,現 在 お よ び将 来

の 投 資 家 ・債 権 者 等(貸 付 者 その 他 債 権 者,lendersandothercreditors)が 企 業(報 告

実 体)へ の 資 金(資 源)提 供 につ いて の 意 思 決 定 に役 立 つ 財 務 情 報 を 提 供 す る こ とで あ る

と され る(IASB2010,par.OB2)。

こ こで は,情 報 の 利 用 者 と して と くに投 資 家 ・債 権 者 が 重 視 され る。 彼 ら は企 業 の 将 来

の 正 味 キ ャ ッシ ュ ・フ ロー の 予 測 の 助 け とな る情 報 を 必 要 とす る(IASB2010,par.OB3)。

その よ うな 情 報 は,よ り具 体 的 に は,企 業(報 告 実 体)の 経 済 的 資 源 お よ び請 求 権 に関 す

る情 報,そ れ らの 変 動 に関 す る情 報 な らび に財 務 業 績 に関 す る情 報 に集 約 され る。 この も

と に いわ ば企 業 の 将 来 の 正 味 キ ャ ッシ ュ ・フ ロー の 金 額 ・時 期 お よ び不 確 実 性 の 評 価 に役

立 つ情 報 と して 一般 目的 財務 報 告(財 務 諸 表等)が 体 系 的 に展 開 され る(IASB2010,pars.

OB12～OB21)。

これ よ り,一 般 目的 財 務 報 告 が 提 供 す る情 報 と して は次 の よ う に区 分 され る。

(1)財 政 状 態(経 済 的 資 源 お よ び請 求 権)に 関 す る情 報

(2)経 済 的 資 源 お よ び請 求 権 の 変 動 に関 す る情 報

① 発 生 主 義 会 計 に係 る財 務 業 績
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② 過去のキャッシュ ・フローに係る財務業績

③ 財務業績外の経済的資源および請求権の変動に関する変動

新概念フレームワークの一般目的財務報告情報は,旧 概念フレームワークの財務諸表情

報よりも詳細化されている。これは最近における財務諸表 ・財務情報の変化 ・多様化を反

映 していると見 られる。提供すべき情報の区分は,当 然,2007年IAS改 訂1号 における

財務諸表の体系を反映 しているものと思われる。そのような観点からすれば,そ れぞれの

情報に対応する計算書はおおむね次のように示されるであろう。

(1)財 政状態に関する情報=財 政状態計算書(貸 借対照表)

(2)経 済的資源および請求権の変動に関する情報

① 発生主義会計に係る財務業績=包 括利益計算書

② 過去のキャッシュ ・フローに係る財務業績=キ ャッシュ ・フロー計算書

③ 財務業績外の経済的資源および請求権の変動に関する情報一持分変動計算書 ・注

記

ここで注目されるのは,発 生主義会計がこれ らすべての情報の共通の基礎として扱われ

ていないことである。発生主義会計(accrualaccounting)は,概 念フレームワークの基

本的前提か ら除外されるとともに,す べての情報(財 務諸表)の 基礎ではな く,包 括利益

計算書に関する財務業績に限定されるようになった。そして,過 去のキャッシュ ・フロー

に係わる財務業績が,発 生主義会計に係る財務情報とは区別 して提示されるようになった(2)。

過去のキャッシュ ・フローに係る財務業績たるキャッシュ ・フロー計算書は,現 金勘定

ないし現金収支か ら直接に作成する直接的作成法を前提とすれば,直 戴的には発生主義会

計を基礎としないと解されているのかもしれない。キャッシュ ・フロー計算書が直接法を

基礎とすべきであるとする場合,そ れは表示方法としての直接法とともに直接的作成法が

む しろ指向されているとみることもできるであろう。

皿 ドイツ動的会計理論の展開とレーマン3勘 定系統説

現代会計とくに上場企業ないし資本市場指向的企業をおもに対象とする金融商品取引法

(2)発 生 主 義会 計 の 原語 もaccrualbasisofaccountingか らaccrualaccountingへ とFASBに

お け る用 語 法 へ 同 調 した だ けで はな く,そ の 適 用 も基 本 的 前 提 か らそ の 範 囲 が よ り限 定 され る よ

う にな った 。 な お,こ こで は,新 概 念 フ レー ム ワー クの 報 告 目的 を 主 に取 りあ げ た が,情 報 の 質

的 特 性 に お け る,目 的適 合 性 と忠 実 な 表 現 とか らは,公 正 価 値 会 計 の方 向へ の展 開 が 展 望 され る。

これ に関 して は,郡 司2012,109-112頁 参 照 。
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会 計 に お いて は,貸 借 対 照 表 ・損 益 計 算 書(包 括 利 益 計 算 書)と な らん で キ ャ ッシ ュ ・フ

ロ ー計 算 書 が 基 本(連 結)財 務 諸 表 と して 位 置 づ け られ る。キ ャ ッ シ ュ ・フ ロー計 算 書 は,

従 来 か ら基 本 財 務 諸 表 で あ る貸 借 対 照 表 お よ び損 益 計 算 書 に対 し,第 三 の 財 務 諸 表 と称 さ

れ て き た。 それ は,キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算 書 が 貸 借 対 照 表 お よ び損 益 計 算 書 に対 して 三

番 目 に重 要 な 財 務 諸 表 と い うニ ュ ア ン スで 捉 え られ る こ と も あれ ば,貸 借 対 照 表 お よ び損

益 計 算 書 と対 等 の 位 置(地 位)に おか れ るべ きで あ る と い う よ り積 極 的 な 思 考 に基 づ く場

合 も あ っ た。

各 国 会 計 制 度 が,国 際 会 計 基 準 の コ ンバ ー ジ ェ ン ス(国 際 的 統 一 な い し収 敏)か ら ア ド

プ シ ョ ン(全 面 的 採 用)へ 移 行 す る に と もな い,キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算 書 は,貸 借 対 照

表 ・損 益 計 算 書 に対 す る従 属 的 地 位 か ら,対 等 の 地 位 に おか れ るべ きで あ る とす る考 え が

一 層 強 ま って きた
。 それ は,た ん に情 報 内容 の重 要 性 に関 す る機 能 的 な 同 等性 だ け で な く,

キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算 書 が 貸 借 対 照 表 ・損 益 計 算 書(包 括 利 益 計 算 書)と と も に 同時 並

行 的 に作 成 され るべ き とす る,計 算 構 造 的 対 等 性(同 等 性)に 関 す る議 論 を 招 来 す る。

この よ うな 議 論 に対 して,ド イ ツで は伝 統 的 に貸 借 対 照 表 論(財 務 諸 表 論)に お いて,

損 益 計 算 と と もに何 らか の 収 支 計 算 あ るい は収 支 系 統 の 勘 定 が 重視 され て き た。た とえ ば,

ドイ ツ動 的 会 計 理 論 の 主 唱 者 で あ る シ ュ マー レンバ ッハ(Schmalebach,E.)は,貸 借 対

照 表 を収 支 計 算 と損 益 計 算 との ズ レを 調 整 す る緩 衝 器 と位 置 づ けた(Schmalebach1926,

S.95ff)○

その 後 継 者 ワル プ(Walb,E.)は,収 支 系 統 の 勘 定(残 高 勘 定)と 給 付 系 統 の 勘 定(損

益 勘 定)と い う二 つ の 勘 定 系 統 に よ って 同 じ利 益 が 算 定 され う る こ とを 主 張 した(動 的 二

勘 定 系 統 説,dynamischeZweikontenreihentheorie)。 ワル プ に あ って は,利 益(損 益)

が 損 益 計 算 書 だ けで な く貸 借 対 照 表 に よ って も算 定 され う る こ とが 示 され た 。 そ れ は,貸

借 対 照 表 を損 益 計 算 書 の 補 助 手 段 と して 位 置 づ け た シ ュ マー レンバ ッハ よ りも,貸 借 対 照

表 の 損 益 計 算 機 能 を 積 極 的 に提 示 す る こ と に よ り両 者 を 対 等 の もの と して 位 置 づ け よ う と

した試 み とみ る こ とが で き るで あ ろ う(Walb1926,S.42ff,S.61f,S.73;訳 書24-27頁,45

-47頁
,58-59頁)。

しか し,こ れ らの 理 論 に は,収 支 計 算 が 重 視 され て い る に もか か わ らず,貸 借 対 照 表 お

よ び損 益 計 算 書 を 中心 に議 論(理 論)が 展 開 され,収 支 計 算 書(さ ら に はキ ャ ッシ ュ ・フ

ロ ー計 算 書)は そ こ に 出て こな い。 そ こ に は いわ ば,収 支 計 算 を 中心 とす る公 会 計(官 庁

会 計)・ カ メ ラル 簿 記 に対 し,損 益 計 算 な い し発 生 主 義 会 計 を 中心 とす る企 業 会 計 ・企 業

簿 記(複 式 簿 記)の 独 自の 体 系 を 展 開 す る と い う 当時 の 時 代 的 要 請 が 根 底 に あ った とみ ら
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れ る(3)。

この よ うな な か に あ って,レ ー マ ン(Lehmann,M.R.)は 自己 の 理 論 を 会 計 学(当 時

の 貸 借 対 照 表 論)に お け る特 殊 理 論(Spezialtheorie)と して 位 置 づ けつ つ,財 産 ・資 本

勘 定,費 用 ・収 益 勘 定,収 入 ・支 出勘 定 の 三 勘 定 系 統 か らな る勘 定 学 説 を 展 開 した 。 そ れ

は財 産 ・資 本 計 算(Verm6gens-undKapitalrechnung)(4),費 用 ・収 益 計 算,収 入 ・支

出計 算 の3計 算 系 統 か らな る会 計 構 造 学 説 と して も捉 え られ る。 彼 の 理 論 は,現 代 会 計 に

おける財 政状態計算書(貸 借対照 表)・ 包括利 益計算書(損 益計算書 ・包括 利益計算書)・ キ ャ ッ

シ ュ ・フ ロ ー計 算 書 ・株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 か らな る基 本 財 務 諸 表 の 形 式 構 造 に対 して も

重 要 な 示 唆 を含 む とみ られ る。

IVレ ーマ ン勘定 学説 の概要

1レ ー マ ン勘 定 学 説 の 展 開 意 図

レー マ ンに従 え ば,簿 記 は貸 借 対 照 表 お よ び棚 卸 表(財 産 目録)を 含 めて,様 々の 観 点

か ら考 察 され う る。 そ こで は歴 史 的 な 発 展 と その 展 開 方 向 に注 目す る こ とが で き る。 さ ら

に は,簿 記 が,そ の 全 体 あ る い は個 別 分 野(部 分)に お いて,そ の 形 式 の 歴 史 的 な 発 展 に

つ いて 考 慮 す る こ とな く,現 在 の 現 象 の 解 明 が 試 み られ るが,そ の 場 合 に は簿 記 が 充 足 し

な けれ ばな らな い 目的 か ら出発 しな けれ ばな らな い(Lehmann1925,S.341)。

この よ う に,簿 記 会 計 に関 して は,歴 史 的 な発 展 に基 づ くいわ ば 帰納 法 的 な考 察 方 法 と,

それ に よ らな いで 簿 記 会 計 に要 請 され る 目的 に照 ら して 現 在 の 現 象 の 解 明 を 目指 す いわ ば

演 繹 法 的 な 方 法 とが 考 え られ る。

これ に対 し,レ ー マ ン は,第3の 観 点 か ら出発 す る。 それ は,両 者 の 折 衷 的 な 方 法 に よ

る もの で あ る。 簿 記(と くに複 式 簿 記)の す べ て の 実 際 の 現 象 形 態 か ら推 察 して も,形 式

的 な 自 己検 証(formaleSelbstkontrolle)に 帰 せ られ る構 造 的 な 原 理(メ カニ カル な 原

則)は,依 然,存 続 し,か つ 支 配 的 で あ る(Lehmann1925,S.341)。 つ ま り,「 借 方 一貸

方 」 と い う等 式 は,あ らゆ る状 況 に お いて 妥 当す る もの で あ り,こ れ に よ って 表 現 され る

(3)こ れ に対 し,コ ジ オ ー ル(Kosiol,E)の 収 支 的 会 計 理 論 は,企 業 簿 記(複 式 簿 記)の 枠 を 超 え

て い る。彼 は,単 式 簿 記 会 計 を む しろ基 本 と して と らえ,複 式 簿 記 会 計 は応 用 と して 位 置 づ け る。

そ こ には,単 式 簿記 と複式簿 記 との統 合 的な計 算 が展 開 されて い るので あ る(Kosiol1954,s.2099ff;

高 田訳 編 著1965,18-22頁)。 コ ジオ ー ル 収 支 的 会 計 理 論 に 関 して は,高 田訳 編 著1965;興 津

1984,第3～5章;郡 司1992,137-142頁 ・1998,28-32頁 等 参 照 。

(4)財 産 ・資 本 計 算(Verm6gens-undKapitalrechnung)は,資 産 ・資 本 計 算 と も訳 出 可 能 で

あ る。 レー マ ン にあ って は,貸 借 対 照 表 を,後 に み る よ うに プ ラス ・マ イ ナ ス の 財 産 とプ ラ ス ・

マ イ ナ ス 資 本 と に横 断 的 に区 分 して 使 用 して い るた め,ひ と まず 財 産 ・資 本 計 算 と訳 した 。
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構造的な原理が重要である。この構造的な原理の徹底的な解明とともに,様 々の特定の応

用形態(Anwendungsformen)の 解明を必要とする。その結果,基 本原理の理論ととも

に,な お多 くの応用形態の特殊理論が展開されうる。

レーマンは,従 来の簿記理論の多 くが,商 業簿記ないし財務簿記に限定 した理論を展開

していたのに対 し,工 業経営ないし工業簿記にも応用できるより一般的な(特 殊)理 論を

提示 しようとする(5)。

2三 勘 定 系 統 説 の 基 礎

(1)簿 記 の 三 勘 定 系 統

レー マ ンに従 え ば,い わ ゆ る人 的 勘 定 学 説(擬 人 説)は 科 学 的 見 地 か ら は何 ら意 味 はな

い。 複 式 簿 記 お よ び単 式 簿 記 を あ る大 きな 統 一 体 と して 把 握 す る努 力 が 出発 点 とな る。 そ

こで二勘定 系統説(Zweikontenreihentheorie)の 性格 を持つ 理論 が まず検 討 され る(Lehmann

1925,S.342f)〇

二 勘 定 系 統 説 と して ヒュ ック リ(Hugli,R)と ワル プの 所 説 が 対 比 され る(Walb1923,

S.416ff)。 ワル プ は,当 時,カ メ ラル 簿記(diekameralistischenBuchhaltung)に 深 く

関 わ っ た数 少 な い学 者 で あ る。 彼 は,複 式 簿 記 の 異 な る種 類 の 二 勘 定 系 統,す な わ ち給 付

計 算 な い し費 用 ・収 益 系 統(dieKontenderLeistungsverrechnungoderAufwands-

undErtragreihe)と,収 支 計 算 な い し収 支 系 統(dieKontenderZehlungs-verrechnung

oderZahlungsreihe)と に 区分 した。 さ らに,収 支 系 統 の 概 念 を 収 入 お よ び支 出系 統 あ

る い は収 入 計 算 お よ び支 出計 算 に置 き換 え,後 者 も相 応 して 広 く捉 え るな ら,簿 記 にお い

て 費 用 ・収 益 計 算 と収 入 ・支 出 計 算 との体 系 的 な 結 合 が 認 め られ う る(Lehmann1925,

S.343)。

ヒュ ック リ等 の 物 的 二 勘 定 系 統 説 は,個 々の 記 帳 の 形 式 的 な 説 明 に は有 効 で あ る半 面,

損 益 勘 定 に も,そ の 締 切 りの 都 度,残 高 を 記 載 し,あ る い は残 高 計 算 を 行 わ な けれ ばな ら

な いの で,工 業 簿 記 に は適 さな い と い う欠 点 が あ る(Lehmann1925,S.343)。

これ に対 し,ワ ル プの 二 勘 定 系 統 説(費 用 ・収 益 系 統,収 入 ・支 出系 統)は そ の よ うな

欠 点 を 回避 す るが,(物 的)二 勘 定 系 統 説 にお い て損 益 計 算 が 従 属 的 位 置 に置 か れ た の と

同様 に,今 度 は有 高 計 算 が 損 益 計 算 の 従 属 的 位 置 に おか れ る と い う,同 じよ うな 欠 点 が あ

(5)彼 の 三 勘 定 系 統 説 は,ま った く新 しい 簿 記 理 論 の 提 示 を 意 図 す るの で はな く,で き る限 り明 瞭

に給 付 を 計 算 的 に と りい れ た 原 価 ・成 果 計 算(diekalkulatorischeKostenrechnungbzw.Er-

folgsrechnung)を 簿 記 に導 入 す る こ と を試 み た も の で あ る(Lehmann1925,S.342)。 彼 の 理

論 は,財 務 簿 記 を 中心 に理 論 展 開 され て き た伝 統 的立 場 か らす れ ば 特殊 理 論 と い う こ と にな るが,

そ の 適 用 範 囲 か らす れ ば よ り一 般 性の 高 い理 論 と して 位 置 づ け られ るで あ ろ う。
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る(Lehmann1925,S.344)(6)Q

この こ とか ら,レ ー マ ンは,つ ぎの よ うな 三 つ の 勘 定 な い し計 算 系 統 に区 分 され るべ き

で あ る と主 張 す る。

1財 産 お よ び資 本 の 勘 定 な い し財 産 ・資 本 計 算

2収 入 お よ び支 出の 勘 定 な い し収 入 ・支 出計 算

3費 用 お よ び収 益 の 勘 定 な い し費 用 ・収 益 計 算

す な わ ち,財 産 ・資 本 計 算(有 高 計 算)は,損 益 計 算 お よ び収 支 計 算 と と も に代 表 的 な

もの で あ り,そ れ 故,こ の 財 産 ・資 本 計 算 が 表 面 にで て くる決 算 だ けで な く帳 簿 記 録 にお

いて も区 分 され るべ きで あ る とす る(7)。

(2)レ ーマン三勘定系統説の含意

レーマン三勘定系統説の一つの貢献は,ワ ルプの動的二勘定系統説における収支系統と

給付系統の間に有高計算ないし財産 ・資本計算が伏在することを浮き彫 りにしたことに求

められるであろう。

① 収入 ・支出計算の顕在化

シュマーレンバ ッハの動的貸借対照表論には,損 益計算と有高計算だけでな く,収 支計

算が暗に前提とされていたといってよい。すなわち,シ ュマーレンバッハの一致の原則は,

収支計算と損益計算のズレを前提として展開される。そして,貸 借対照表継続性は,貸 借

対照表が収入 ・支出計算と費用 ・収益計算との間の未解消項目を収容することによって果

たされる(Schmalenbach1926,S.95ff:郡 司1992,24-28頁)。 そこには当然,収 入 ・支

出計算の存在が暗黙の前提となる。 レーマンの三勘定系統説は,あ る意味において,そ の

ような動的貸借対照表において暗に前提とされた,収 入 ・支出計算を,ワ ルプの収支系統

とは別の形で顕在化するものといえるであろう。

② 財産 ・資本計算

レーマンは貸借対照表に関する計算を財産計算と資本計算の2つ の計算区分からなるも

(6)レ ーマ ンはさらに,次 の ような指摘 も行 ってい る。 ワル プは,様 々の収支事象 ・費用収益を取

り上 げてい るが,そ の実質的な役割 は,そ れ によって経済的な現象(調 達 ・費消 一製造 ・販売)

が進行す る,そ の速度の相違を調整(均 衡)す ることにあ るとい う,ま さにその勘定の持つ意義

を看過 して いる。Lehmann1925,S.344.

(7)三 勘定系統説の形成は何 よりも工場簿記の特殊理論を形成す るとい う目的を持つ。 とはいえ,

複式商人簿記が,こ の理論に従 って,三 つの計算の体系的な組み合わせ と して把握 され るな ら,

それ は同時 に複式商人簿記が完全な簿記の性格を持つ。すなわ ち,そ こか ら,そ れぞれ関わ りの

ない勘定系統を捨象すれば,一 方で単式商人簿記が,他 方で カメラル簿記が概念的に展開 され う

る(Lehmann1925,S,344)。
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のとしてとらえる。財産計算はおもに営業資産と固定資産というプラスの財産と営業負債

および資産修正項目というマイナスの財産とに関する計算(勘 定)か らなる。資本計算は,

金融負債および自己資本というプラスの資本と資本請求権(資 本払込請求権)お よび資本

修正項目というマイナスの資本に関する計算(勘 定)か らなる。これに経過項目(Durch-

laufendePosten)を 含めれば,レ ーマンによる財産 ・資本計算の区分は貸借対照表の項

目として次のように示される(8)。

借方 貸借対照表 貸方

プラスの財産(計 算)勘 定

営業資産

固定資産

マイナスの財産(計 算)勘 定

営業負債

資産修正項 目

マイナ スの資本(計 算)勘 定

資本請求権

資本修正項 目

プラスの資本(計 算)勘 定

金融負債

自己資本

経過項目 経過項目

(Vgl.Lehmann1925,S.347)

③ 財 産 ・資 本 計 算 と費 用 ・収 益 計 算

レー マ ンは さ らに,財 産 ・資 本 計 算(と 費 用 ・収 益 計 算 との 関 係)に つ いて,動 的 貸 借

対 照 表 だ けで な く有 機 的 貸 借 対 照 表 か らさ らに は 「静 的 」 貸 借 対 照 表 に まで 論 及 す る。

費 用 ・収 益 計 算 の 枠 組 に お いて 算 定 され る利 益(損 失)は,そ れ に よ って 当 該 経 営 が 活

動 す る と こ ろの 経 済 性(Wirtschaftlichkeit)の 尺 度 で あ るべ きで あ る。 そ の 場 合 に,経

営 の 経 済 性 の 概 念 は次 の 三 つ の 下 位 概 念 か らな る。す な わ ち,① 技 術 的 生 産 性(technische

Produktivitat),② 経 済 的 生 産 性(wirtschaflicheProduktivitat),③ 市 場 適 合1生(Markt-

anpassungsfahigkeit)が こ れ で あ る(Lehmann1925,S.351)。

一 般 に
,費 用 ・収 益 計 算 は,単 一 の 計 算 と して 形 成 され う る。 そ の 場 合 に,全 体 経 営 の

経済 性 の尺 度 を示 す一 つ の利 益 が支 持 され る。 この方 向 は シ ュマ レンバ ッハ(Schmalenbach

1925,S.79ff)に よ って提 唱 され た。

他 方,計 算 的 に は,技 術 的 お よ び経 済 的 な 生 産 性 の 効 果 と市 場 適 合 性 の 効 果 とを 区 分 し

て 報 告 す る こ とか ら出発 す る こ と も可 能 で あ る。 その 場 合,技 術 的 お よ び経 済 的 な 生 産 性

の 効 果 は,実 践 的 に は,一 般 に生 産 ・販 売 処 理(Produktions-oderUmsatzdisposition)

(8)こ の貸借対照表計算は,資 産修正項 目を借方控除項 目(お よび評価換算差額に関連す る項 目は

貸方項 目),資 本請求権 および資本修正項 目を貸方控除項 目と して とらえれば,混 合測 定に よる

現在の貸借対照表 に極めて近似 した計算(勘 定)が 展開 されてい る。
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の概念のもとに集約される諸活動の結果として特徴づけられる。市場適合性の効果は,実

践的には,財 産管理(Verm6gensdisposition)の 概念によって特徴づけられる。つまり,

技術的および経済的な生産性の効果は生産 ・販売活動に関わ り,市 場適合性の効果は財産

(資産)管 理に関わる。 この区分は,シ ュミット(Schmidt,F.1922)の 提案が意図すると

ころである。そこでは,費 用 ・収益計算が,一 方で損益計算と,他 方でシュミットが 「財

産価値変動計算」と名付けたところの計算と結び付けられる(Vgl.Schmidt1922,S.30f;

訳書58-59頁)。

レーマンはさらに,財 産 ・資本計算(と 費用 ・収益計算との関係)に ついて,動 的貸借

対照表だけでな く有機的貸借対照表か らさらには 「静的」貸借対照表にまで論及する。そ

の場合に,い わゆるシュマー レンバ ッハの動的貸借対照表は成果計算の補助計算にとどま

ることか ら不十分と考える。これに対 し,シ ュミットの有機的貸借対照表と二つの成果計

算(損 益計算 ・財産価値変動計算)は,そ のようなシュマー レンバ ッハの動的貸借対照表

と成果計算に対 して,動 的貸借対照表観を完全化するものと位置づける(9)。

レーマンによれば,完 全なる貸借対照表であるためには完全なる有機的貸借対照表でな

ければならない し,「静的」貸借対照表のみが有機的貸借対照表と称されるべきであると

主張する。その場合の 「静的」貸借対照表は,売 却価値を中心 とする静的貸借対照表でも,

たんなる棚卸表でもな く,貸 借対照表の各項目が決算日現在の価値を示す場合にのみ妥当

するものと捉え られる。それとともに,債 権 ・債務の計上にあたっては利子率の影響をも

考慮すべきことが説かれる⑩。

しか し,そ れは,あ くまでも彼の理想であって,現 実には,シ ュミット流の有機的な成

果計算および貸借対照表が内的正当性を保持するものとしてむ しろ容認される。シュミッ

トの有機的貸借対照表はここで意図される静的貸借対照表でないとしても,純 粋にもっぱ

ら動的観点か ら支配的な成果計算 とともに純粋に静的貸借対照表に到達するためには,

(9)(M.R.)レ ーマ ンが シュ ミッ トか ら継承 している点 は,「 シュ ミッ トの理論に見 られ る取引損

益計算の思考,な らびに貸借対照表の財産的側面の形成であ る。 したが って,レ ーマ ンの基礎に

あ る価値範疇 は時価であ る。」 と,W・ レーマ ンは,述 べ ている。 徐 ・戸 田訳1966,138頁 。 彼

は,こ の ような(新)静 的貸借対照表を標榜す ることにより,財 産 ・資本計算 とこれか ら導かれ

る貸借対照表が,成 果計算の補助計算 としての貸借対照表か ら解放 された,独 自の 目的を持つ計

算お よび財務表 と して確立 され ることを理想 として いるようにみえ る。そ して,彼 にとって,「有

機的」貸借対照表 とはまさにその ような独 自の(対 等独立の)役 割を持つ貸借対照表でな ければ

な らない と解 されて いるように思われ る。 しか し,そ れ は,あ くまで も彼の理想であ って,現 実

には,シ ュ ミット流の有機的な成果計算お よび貸借対照表が内的正当性を保持す るもの としてむ

しろ容認 され るのであ る。

ω 例え ば,一 ・般 に資本市場 において十分 な資本 を調達 で きる利 子率を10%と す る。 この とき,

50,000Mの 負債があ って,こ れを3年 内 に返済 しな い(場 合の追加)利 子率 は20%で あ る。 これ

より,彼 の いう静的貸借対照表 にお ける負債の額は,50,000M×(1+0.3)=65,000Mと して計上

され るべ きであ ると説 く(Lehmann1925,S.352)。
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シュミット流の財産価値変動計算を簿記システムに組み込むことは計算技術的な方法とし

て 認 め られ な けれ ばな らな い(Lehmann1925,S.352f)。

そ こ に は,「 静 的 」 貸 借 対 照 表 を提 示 す る こ と に よ り,シ ュ ミッ ト流 の 「有 機 的」 貸 借

対照表と 「有機的」成果計算を容認せ しめ,貸 借対照表を成果計算の補助計算の位置から

開 放 し,両 者 を対 等 の 位 置 に お こ う とす る意 図 が うか が え る(ll)。

Vレ ーマン三勘定系統説の適用

1複 式簿記の統一的メ力ニズム

レーマンは,三 つの勘定系統ないし計算領域がそれぞれ独自に成果計算を行いうること

を示 す こ と に よ って,財 産 ・資 本 計 算,費 用 ・収 益 計 算,収 入 ・支 出計 算 の 対 等 性 ・同等

性の形成を試みた。三勘定系統説による勘定計算の展開にあたり,三 勘定系統が一つの勘

定 図 式 に よ って 呈 示 され る。 そ こで は,財 産 ・資 本(Verm6gens-undKapital)勘 定,

収 入 ・支 出(EinnahmenundAusgaben)勘 定,費 用 ・収 益(AufwandundErtrag)

勘 定 の 相 互 関 連 が 図 示 され る。

(IDこ こで は,か つて シュ ミッ トが意図 した ような,国 民経済の全体 システムの一部を構成す る企

業の,そ こにお ける相対的地位を確保す るとい う,企 業の相対的価値維持ない し相対的実体維持

の観点(Vgl.Schmidt1929,S.139,S.146.訳 書265-266頁,277頁 。)な どは,捨 象 され る。 しか

も,シ ュ ミッ ト流の 「有機的」貸借対照表 と 「有機的」成果計算 とを,動 的会計観ない し動的貸

借対照表観を完全化す るもの と主張す ることによって,動 的会計学の枠を超えない配慮が うかが

え る。それ とともに,財 産 ・資本計算,費 用 ・収益計算,収 入 ・支出計算の対等性 ・同等性の形

成が図 られ るのであ る。なお,林 良治教授は,シ ュ ミットの有機的経営観お よび有機的貸借対照

表論 について詳細 に検討 されて いる(林1997,第6章 ・第7章 参照)。
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この勘定図式では,各 勘定系統が一連の矢印線で相互に結び付けられ,様 々の起こりう

る取引事例および内部経営取引の勘定記入(Kontierung)が 示される。 この矢印線は常

に三勘定の借方側と貸方側に結びつ く。その結果,主 要簿のすべての勘定が三つの勘定に

集計されると考えるな ら,そ れは主要簿の記帳に関 して図形的に正確に示される⑫。

2三 勘 定 系 統 説 にお け る計 算 とそ の 意 義

レー マ ンは,取 引 事 例 を 用 いて 基 本 帳 簿(仕 訳 帳)に お け る仕 訳 と,上 記 の 三 つ の 一 般

勘 定(「 財 産 ・資 本 」,「収 入 ・支 出」,「費 用 ・収 益 」 勘 定)を 中心 とす る元 帳 記 入 とか ら

な る計 算 表 を提 示 す る。 そ して これ を 踏 まえ て,こ の 三 勘 定 計 算 の そ れ ぞ れ か ら次 の よ う

三 通 りの 成 果 計 算 が 展 開 され る こ とを 示 して い る(Lehmann1925,S.358ff,郡 司2010a,

20-22頁)。

① 財 産 ・資 本 計 算 の 展 開 す な わ ち貸 借 対 照 表 的 な 成 果 計 算

② 収 入 ・支 出計 算 の 展 開 す な わ ち カ メ ラル 的 成 果 計 算

③ 費 用 ・収 益 計 算 す な わ ち直 接 的 成 果 計 算

① の 貸 借 対 照 表 的 な 成 果 計 算 と③ の 費 用 収 益 計 算 と して の 直 接 的 な 成 果 計 算 と は,周 知

の よ う に,複 式 簿 記 か ら直 接 誘 導 され る。 これ に対 し,収 入 ・支 出計 算 の 展 開 に よ る カ メ

ラル 的 成 果 計 算 は,収 入 ・支 出 に対 して過 大 記 帳支 出(戻 し計 算 支 出)・ 過 小 記 帳収 入(追

加 計 算 収 入)を 借 方 に,ま た過 小 記 帳 支 出(追 加 計 算 支 出)を 貸 方 に計 上 す る こ と に よ っ

て 算 定 さ れ る。 こ の 計 算 は,ま さ に ワル プ の 収 支 系 統(残 高 勘 定)の 計 算 に相 応 す る

(Walb1926,S.78ff.訳 書66-70頁)。 レー マ ン 自身,こ の カ メ ラル 的 な 成 果 計 算 が ワル プ

の 功 績 に他 な らな い こ とを 強 調 して い る(Lehmann1925,S.359)。

しか し,シ ェー ラー(Scheerer,F)が 指 摘 す る よ う に,レ ー マ ン は三 重 の 成 果 算 定 を 示

して い るが,こ の 三 つ の 計 算 は相 互 に密 接 に関 連 して お り,三 つ の 成 果 計 算 を 独 立 して 行

う こ と は不 可 能 で あ る。 例 え ば,財 産 ・資 本 計 算 に お いて 成 果 計 算 が 行 わ れ るの は,収 入

支 出計 算 の 残 高 が と も に算 定 され るか らにす ぎな い(安 平 訳1969,171頁)。 この こ と は 同

様 に,二 勘 定 系 統 か らそれ ぞ れ 固 有 の 成 果 計 算 機 能 を 果 た しう る こ とを 示 そ う と した ワル

プ の所 説 に もあ て は ま る。(収 支 系 統 に よ る)貸 借 対 照 表 の み で 固 有 の 成 果 計 算 機 能 を 果

た しう るか ど うか 疑 問 で あ る(阪 本1950,62頁:郡 司1992,136頁)。

⑫ 様 々の 矢 印 線 の 示 す 記 帳 内 容,す な わ ち これ らの 勘 定 間 の 流 れ(振 替 関 係)に つ い て,レ ー マ

ンは 具 体 的 な 取 引 を あ げ て 説 明 して い る。Lehmann1925,S。355.安 平 訳1969,170-171頁 。 郡

司2010a,16頁 。
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む しろ,前 述のように,レ ーマン三勘定系統説の一つの貢献は,ワ ルプの動的二勘定系

統説における収支系統と給付系統の間に有高計算ないし財産 ・資本計算が伏在することを

浮き彫 りにしたこと,さ らにはシュマー レンバ ッハの動的貸借対照表において暗に前提と

された,収 入 ・支出計算を,ワ ルプの収支系統とは別の形で顕在化 したことに求められる

であろう。

現代会計においては,収 入 ・支出計算は当期の現金等の増減額を計算表示することが重

要であり,当 期の利益を計算表示する収益 ・費用計算とは異なる目的を持つことの方がむ

しろ重要である。そして,財 産 ・資本計算ないし有高計算は,前 二者の計算結果を現金等

と利益とにおいて内包 しつつ,財 政状態(財 務状況)表 示という固有の目的を果たすこと

が重要とみ られる⑱。

3レ ーマン三勘定計算表の応用

レーマンの三勘定計算表は,仕 訳と上記の三つの一般勘定(「 財産 ・資本」,「収入 ・支

出」,「費用 ・収益」勘定)と か らなる計算処理をいわば多欄式行列計算表によって示すも

のである。 この計算表を基礎にして三勘定計算か ら同様に成果計算が可能であることを

レーマンはとくに重視 した。 しか し,そ れ以外にもこの計算表からはより実践的に興味深

い内容を備えているとみ られる。

すなわち,三 勘定計算表か らは,キ ャッシュ ・フロー計算書が勘定体系から直接的に導

き出される,す なわち直接的作成法の可能性が示される。それとともに,貸 借対照表 ・損

益計算書とキャッシュ ・フロー計算書とは同じ簿記会計機構から誘導されることにより対

等の位置づけが与え られる。

ここでは,財 産 ・資本計算は,貸 借対照表にかかわる有高(残 高)勘 定ないし有高計算

を中心とするものであり,こ こではより一般的に資産 ・持分(一 負債 ・純資産)勘 定,資

産 ・持分計算と称することとしよう。その場合に,つ ぎのような3つ の勘定計算領域を想

定することができる。

(1)資 産 ・持分勘定一資産 ・持分計算

(2)費 用 ・収益勘定 収益 ・費用計算

(3)収 入 ・支出勘定一収入 ・支出計算

⑬ しか も,こ の有高計算 は,も はや レーマ ンの提示す るような(財 産 ・資本)計 算区分方法 にと

らわれ る必要 はないであ ろう。それ は資産 ・持分(負 債 ・純資産)計 算 さらには財政状態計算 と

して展開す ることも可能であ る。
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ここでは,レ ーマンの取引事例よりも簡略化 した設例を用いて三勘定計算表ならびに資

産 ・持分計算書(貸 借対照表)・収支計算書(キ ャッシュ・フロー計算書)・ 損益計算書の

作成について説明 しようω。

【設例】

期首貸借対照表

借 方 金 額 貸 方 金 額

現 金 4,000 買 掛 金 4,000

売 掛 金 5,000 借 入 金 3,000

有 価 証 券 2,360 未 払 利 息 0

商 品 3,500 未払法人税等 0

設 備 2,000 資 本 金 9,000

減価償却累計額 一360 利 益 剰 余 金 500

16,500 16,500

〈期 中取 引 とそ の仕 訳 〉

(1)商 品7,000円 を 売上 げ,6,100円 を現 金 で受 け取 り,残 りは掛 け と した。

(借)現 金

売掛金

0

0

0

0

1

∩
口

6 (貸)売 上 7,000

(2)商 品4,900円 を 仕 入 れ,4,650円 を現 金 で仕 入 れ,残 りは掛 け と した。

(借)仕 入 4,900 (貸)現 金

買掛金

4,650

250

(3)営 業費800円 のうち減価償却費160円 以外は現金で支払った

(借)営 業費 800 (貸)現 金640

減価償却累計額160

(4)配 当金 を現 金 で 受 け取 っ た。

(借)現 金 80 (貸)受 取配当金 80

(5)支 払 利 息300円 の うち120円 は現 金 で 支 払 っ た。

(借)支 払利息 300 (貸)未 払利息

現金

180

120

ω レーマ ンの取引事例 にみ られ る,独 特の処理は より一般的な取引に変更 して示 してい る。 ここ

では また,キ ャッシュ ・フロー計算書 との関連を解 りやす くす るため,収 入 ・支出勘定(収 支勘

定)は 営業収支 ・投資収 支 ・財務収 支 とい う下位勘定を使用 してい る。その詳細 は,郡 司2010a,

16-19頁 参照。
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法 人 税 等600円 の うち450円 を 現 金 で 支 払 っ た。

(借)法 人税等

(利益剰余金)

600 (貸)現 金

未払法人税

450

150

の　 投 資 活 動 お よ び財 務 活 動 に よ る キ ャ ッシ ュ ・フ ロー の 処 理

(借)有 価証券

財務収支

290

320

(貸)投 資収支

借入金

290

320

鋤　 期首 ・期末商品有高を仕入勘定に振 り替えた(期 末商品増加高を仕入勘定へ振 り替

えた)。

(借)商 品 400 (貸)仕 入 400

以上の取引に従って,次 のような三勘定計算表が作成される。

図表17三 勘定計算表

摘 要 金 額
資産 ・持分 収入 ・支 出 費用 ・収益

借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方

1 期首借方有高 16,500 12,500 4,000

2 期首貸方有高 16,500 16,500

3 現 金 売 上 6,100 6,100 6,100

4 掛 売 上 900 900 900

5 現 金 仕 入 4,650 4,650 4,650

6 掛 仕 入 250 250 250

7 現金営業費 640 640 640

8 減価償却累計 160 160 160

9 配当金受取 80 80 80

10 利 息 支 払 120 120 120

11 未 払 利 息 180 180 180

12 法人税等支払 450 450 450

13 未払法人税 150 150 150

14 有価証券取得 290 290 290

15 借 入 320 320 320

16 期末商品増加 400 400 400

小 計 14,090 17,560 10,500 6,150 6,600 7,480

現 金 ・利 益 4,350 880 4,350 880

合 計 18,440 18,440 10,500 10,500 7,480 7,480
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この 三 勘 定 計 算 表 か ら,次 の よ うな 貸 借 対 照 表 ・収 支 計 算 書(キ ャ ッシ ュ ・フ ロー 計 算

書)お よ び 損 益 計 算 書 が 作 成 さ れ る。 この 場 合 の キ ャ ッ シュ ・フ ロー計 算 書 は,直 接 法

(表示 方 法)に よ って表 示 され るだ けで な く,直 接 的作 成法 に よ って 作成 され る こ と とな る⑮。

図表18会 計三表

貸借対照表 金 額 収支計算書 金 額 損益計算書 金 額

現 金

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

設 備

減価償却累計額

4,350

5,900

2,650

3,900

2,000

-520

営 業 収 入

仕 入 支 出

6,100

-4
,650

売 上 高

売 上 原 価

7,000

-4
,500

その他営業支 出 一640 売 上 総 利 益

営 業 費

2,500

-800

小 計 810

営 業 利 益

受 取 配 当 金

支 払 利 息

1,700

80

-300

配当金受取額 80

資 産 合 計 18,280 利 息 支 払 額 一120

買 掛 金 4,250 法人税等支払額 一450

税 引 前 利 益

法 人 税 等

1,480

-600借 入 金 3,320 営 業 収 支 320

未 払 利 息

未払法人税等

資 本 金

利 益 剰 余 金

180

150

9,000

1,380

投 資 収 支 一290 当 期 純 利 益 880

財 務 収 支 320

現金等増減額

期 首 現 金 等

350

4,000

持 分 合 計 18,280

期 末 現 金 4,350

VI現 代会計 とレーマ ン三勘定系統説

レーマンの三勘定系統説は,彼 自身が特殊理論と称するように当時の動的学説の系譜に

おいて,ま た財務簿記を中心とする勘定理論において,ど ちらかといえば特殊な位置を占

めていたとみ られるであろう。それは,理 論展開において最も好まれる一元論でも,こ れ

に準ずる二元論でもな く,三 元論であったことにも由来するであろう。 しか し,シ ュマー

レンバ ッハの動態論にみ られるように貸借対照表が収支と損益のズレを収容するというと

き,有 高計算と損益計算に加えて収支計算という三つの計算が基底にあることは当然のこ

とで,こ れを明示 して三勘定計算を展開したことは極めて自然ということができる。キャッ

シュ ・フロー計算書が基本財務諸表の中に位置づけられる現代会計において,レ ーマンの

⑮ この ように三勘定計算表を用 いることにより,直 接的作成法の処理 も通常の仕訳で行 うことが

で きる。 また,す べての売上を掛売上 とし,す べての収益を未収収益 として まず処理 し,そ の後

に現金売上 ・現金収益を掛売上高 ・未収収益の回収 と して処理す るいわば二取引基準的な処理方

法 にも適用可能であ ることはい うまで もない(郡 司2010b,22-33頁 参照)。
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所説はそれだけでも注目に価する。しかも,収 入 ・支出勘定に基づいて収支計算書(キ ャッ

シュ ・フロー計算書)を 作成するのは,直 接的作成法の可能性を示唆するものでもある。

レーマンは,そ の理論展開においてシュマー レンバ ッハだけでな くシュミットの説を高

く評価 した。彼は,シ ュミットの有機的貸借対照表と二つの成果計算(損 益計算 ・財産価

値変動計算)が,貸 借対照表を補足的なものと位置づけるシュマー レンバ ッハの所説に対

して,動 的貸借対照表観をより完全化するものと位置づけた。 レーマンは,さ らに一層踏

み込んで 「静的」貸借対照表のみが有機的貸借対照表と称されるべきであると主張する。

その場合の 「静的」貸借対照表は,貸 借対照表の各項目が決算日現在の価値を示す場合に

のみ妥当するものであり,利 子率の影響をも考慮すべきことが示唆される。そこには,割

引現在価値までは言及 していないが,今 日におけるいわゆる 「新静態論」に近い思考,つ

まりは,未 来指向的貸借対照表あるいは資本理論的貸借対照表に通底する思考(貸 借対照

表観)が 見いだされる(郡 司2010a,24-26頁)。

レーマンが着目するシュミット流の費用収益計算はいわゆる期間損益計算とその他の包

括利益計算 とからなる計算 と概念的にほぼ対応する(1④。 そこには現代会計における財政状

態計算(貸 借対照表)と 包括利益計算(損 益 ・包括利益計算書)と に近い計算が見いださ

れる。

レーマンが示唆した 「静的」(新静態論的)貸 借対照表には,そ の発展型 として割引現

在価値 ・公正価値評価を含む財政状態計算書(貸 借対照表)に 近い性格を見いだすことが

できるであろう。包括利益計算書は,い わゆる損益計算書とその他の包括利益計算(書)

の結合としても捉え られる。それは,レ ーマンのいう 「費用 ・収益計算が,一 方で損益計

算と,他 方でシュミットが 『財産価値変動計算』と名付けたところの計算と結び付けられ

る」という見解ともある程度符合する。つまり,包 括利益計算書には,い わゆる損益計算

書における期間損益の計算と,そ の他包括利益にかかわる財産価値変動計算(未 実現保有

損益)と いう二つの利益計算が包含されている。

レーマンの三勘定計算においては,収 入 ・支出勘定に基礎をおくことにより,そ の収支

計算書たるキャッシュ ・フロー計算書は,直 接的作成法による作成を示唆 してお り,基 本

㈹ もちろん,こ こで は,前 注 に指摘 した ように,企 業の相対的価値維持ない し相対的実体維持の

観点 とともに,そ こか ら導 き出 され る相対的価値維持計算 ・価値均衡計算(原 則)等 も捨象 され

る。 しか も,現 代会計 においては時価(公 正価値)に 関 して再調達 価値(再 調達原価 ・取替原価)

よりもむ しろ正味売却価値(正 味実現可能額)や 現在価値が重視 され る。その もとでの 「全体 と

して の企業 の価値」(市 場指 向的収益 価値)を 指向す る点 で シュ ミッ トの時代 とは大 き く異な っ

て くることはやむを得ないであ ろう。Vgl.Schmidt1929,S.124f.訳 書233-235頁 。 シュ ミッ ト

の相対的価値維持 ・価値均衡計算等 に関 して は,例 えば中田2005a,104-124頁:中 田2005b,

161-180頁 参照。
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財務諸表の対等性 ・同等性という観点か らも高 く評価できるであろう。

か くて,レ ーマンの三勘定系統説は,こ のような現代会計における財政状態計算書(貸

借対照表)・ 包括利益計算書 ・キ ャッシュ ・フロー計算書 という新たな財務諸表の体系に

も適合 しうる,あ るいは適用可能な,形 式的会計構造の理論としてその現代会計的な意義

が 見 い だ され る よ う に思 わ れ る⑰。
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